
23国民春闘をどう
たたかうか
全労連 副議長 秋山 正臣



議題

+国民春闘の経過

+自治体労働者をとりまく情勢

+国民春闘の基本方針

+具体的なたたかい

+労働組合の出番
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概要

国民春闘の歴史的経過をふりかえりつつ、情勢をふまえ
たとりくみが国民春闘共闘委員会で議論されている。

各単産では、具体的なとりくみを展開しているが、自治体
労働者にとっての春闘を考えるとともに、労働組合の役割
を再確認したい。
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国民春闘の経過
～国民春闘とは～
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春闘とは

+なぜ、春にたたかうの？

+職場では、要求にもとづくたたかい（例えば、解雇闘争や事業所閉鎖とのた
たかい）がいつでも始まりますが、春のたたかいに大きな意味があるのでしょうか。

+経営者との交渉は、賃金引上げのたたかいが中心課題なので、個別企業で
決着すべき課題では。

+賃金交渉を行う適切な時期はいつでしょうか、個別企業で決着といっても、他
の企業との関係はないのでしょうか。

+公務員の場合は、春闘は関係ないのでしょうか。関係ないのであれば、適切
な時期はいつになるのでしょうか。
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なぜ「国民春闘」というのでしょうか

労働者

国 民

経営者

+労働者と経営者だけの問題でいいのか

+大多数は労働組合に組織されない人々

+要求の前進には支援する声が必要

+「他人事」にさせない努力

+国民春闘は実現できたのか

+できていないとすればなぜか

+何が足りないのか、それとも無理なのか
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わたしたちをとりまく情勢
～相次ぐ値上げ、どうなるわたしたちの生
活～
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消費者物価指数
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消費者物価指数（総合）2020年基準

消費者物価指数（総合）は、2020年を基
準にしたもの

日銀は、2％程度の物価上昇をめざして
2014年から大規模金融緩和を始めたが、ほと
んど効果が発揮されなかった

しかし、昨今は急激な物価上昇となっている

その要因はのちに

なお、給与の推移を次のグラフでも見ておきた
い。
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賃金の推移
現金給与総額は伸びを見せたものの、実質
賃金で見れば2012年の水準に及ばない

現金給与総額が伸びたにもかかわらず、実質
賃金が減少したのはなぜか

実質賃金指数は、名目賃金指数を消費者
物価指数（持ち家の帰属家賃を除く総合）
で除して算出されている
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リチウムイオン電池は、以下の希少金属などでつくられるが、日本はほぼ100％輸入に頼っている。
価格の上昇も著しく、製造業では生産計画に狂いが生じている



日本の人口は2040年に老齢人口割合がピークとなる予想
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就業者の大多数はサービス業で賃金水準が低い
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決まって支給する現金給与額【産業計・令和3年賃金構造基本統計調査】

企業規模計 1000人以上 100～999人 10～99人

男性 370.5 419.2 359.9 327.3

女性 270.2 293.2 269.3 245.1

差・額 100.3 126 90.6 82.2

率(男性
100)

72.9 69.9 74.8 74.9 

所定内給与額【産業計・令和3年賃金構造基本統計調査】

企業規模計 1000人以上 100～999人 10～99人

男性 337.2 375.9 328 303.6

女性 253.6 271 252.5 235

差・額 83.6 104.9 75.5 68.6

率(男性
100)

75.2 72.1 77.0 77.4 

年間賞与その他特別給与額【産業計・令和3年賃金構造基本統計調査】

企業規模計 1000人以上 100～999人 10～99人

男性 1018.2 1402.1 987 613.7

女性 617 730.4 630 468.8

差・額 401.2 671.7 357 144.9

率(男性
100)

60.6 52.1 63.8 76.4 
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大企業の
内部留保

大企業の内部留保が500兆円に迫っ

ています。財務省が9月１日発表し

た法人企業統計で、大企業の内部留

保は2021年度末で484.3兆円とな

り、前年度末と比べ17.5兆円増え

ました。輸出大企業を中心に円安の

恩恵を受け、経常利益が過去最高を

更新し内部留保も増加しました。

500兆円迫る
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国民春闘の基本方針
～何としても賃上げ～
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【賃金闘争のたたかい方①】

１ もう黙ってられない！賃金上げろ！全国アクション

〇委縮せず、生計費原則に基づく要求討議で確立

〇ストライキ背景に交渉。

〇職場と地域一体での賃上げに挑戦 岩手医大職組 ➡地方組織で一つ

〇男女の賃金格差是正 男女賃金格差公表制度（女活法） 22年7月～

〇ケア労働者の大幅賃上げアクション

〇仲間増やし集中期間 12月～2月

〇23春闘・中央行動 「低賃金と物価高騰かせ、生活を守る賃金上げろ！

最低賃金全国一律実現！中央大集会」日比谷野音2000人全国から埋める

〇3.8回答集中日と3.9全国統一行動への結集を

回答速報「全国中継！特別ネット番組」
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岩手医大教職組が人勧準拠の21年年末一時金の引き下げ回答に対し、「コロナ禍で医療従事者の

ボーナス減額はあり得ない」と労働組合の組織力をフル活用した戦術

を具体化し、撤回させました。具体的には「①ストライキの通告と準

備、②大学側へ提出する要請署名の学内外での取り組み、③地域での

宣伝行動、④職場玄関前での組合新聞配布活動、⑤7回にわたる役員

研修会と職場での意思統一、⑥36協定改廃を申し出て「回答いかん

では36協定未締結もあり得る」との交渉戦術としました。

いわて労連は「変えるリーフ」と「新いのち署名」と「コロナ禍で頑

張ってきた公立病院や保健所の職員などの一時金が引き下げられよう

としている」ことを訴える手紙を入れて、大学周辺も含めて１万１千セット配布しました。回答が

不調なら毅然とストライキを打ち抜こうと意思統一し、大学へ回避に向けた決断を迫りました。

「引き下げはしない」という回答を引き出しました。この成果が、組合への信頼や組合員としての

自信となっています。（2022.1全労連第61回評議員会のいわて労連発言より）

岩手医大教職員労働組合（日本医労連）

21年末一時金引き下げ阻止
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【賃金闘争のたたかい方②】

３ 最賃、公契約、公務員賃金「社会的賃金闘争」の展開

（1）最低賃金全国一律1500円の実現

全国一律制へ「4つの法改正案」を示して、23春通常国会で提出めざす。

①地域別を全国最低賃金に。５年経過措置。公務にも適用求める。

②健康で文化的な最低限度の生活が確保できる水準を科学的な生計調査

を基に決めさせる。最賃決定の三要素の“支払い能力”は削除させる。

③中央最低賃金審議会で決める。地賃は、地域別特定最賃のみの審議。

④中小企業支援を国に義務づけさせる。

（2）公契約運動の推進

・実態調査アンケートなど、政府や自治体などの関係機関に要請

（3）公務員賃金引上げと労働基本権の回復

・大幅賃上げキャンペーン（仮称） 人事院9地方事務局に要請など
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【労働法制のたたかい】

４ 安定した雇用と均等待遇・労働時間の短縮の課題

（1）労働者犠牲のリストラ許さない、雇用と職場を守る

・コロナ関連融資の返済に注視

・失業の実態をつかみ政策提言

（2）均等待遇・ジェンダー平等

・職場での男女賃金格差などの可視化と解消へ

・無期転換ルールの改善（1年で無期転換を要求）

・大学非常勤講師など期限付き研究者の10年ルールで大量雇止め阻止を

（3）裁量労働制の拡大阻止、労働時間規制の強化

・労働時間法制の規制緩和に反対する

・生活とジェンダー平等の視点で労働時間の短縮をすすめる

（4）解雇の金銭解決制度創設、雇用に寄らない働き方へ、雇用流動化。
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男性
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差・額

男女・年齢別平均給与（民間給与統計調査結果・国税庁）

46.5％55.5％

2 0 2 3  年 1  月１４ 日 2 3国民春闘をどうたたかうか 3 1



２ 公務公共体制、社会保障の充実、生活圏での公共をとり戻す

１ 「公共を取り戻す」うねりを全国に広げる

・要求を生活圏の住民とともにつくる。

・地域経済の活性化、中小企業をまもる

・保育、ケア職場や教育、公共交通、農業をまもることは最優先。

・デジタル化での公共破壊。個人情報保護、マイナンバー強制させない。

２ 社会保障・社会福祉の充実

・コロナ禍、二度と医療崩壊させない。介護保険の改悪許さない。

・全世代型社会保障の構築は、給付削減と負担増。

３ 安心できる年金制度と雇用の確保

・引き上げを求める。若者も高齢者も安心できる年金めざす

・最低保障年金制度の創設(基礎年金の国庫負担分3.3万円支給させる)
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３ 政府の改憲策動をとめ、憲法が生かされる社会を

１ あらゆる改憲策動をゆるさない

・ロシアのウクライナ侵略「即時停戦、ウクライナからの撤退」を求める

・コロナ危機、ウクライナ危機、北朝鮮の威嚇に便乗した大軍拡に反対。

11.22「国力としての防衛力を考える有識者会議」報告。

・名文改憲を待たずに、事実上の改憲状態をつくる策動。

・全国署名、3～4月を憲法闘争強化月間。 憲法闘争本部の再開。

２ 辺野古の新基地建設阻止、軍事基地化許さない

３ 原発ゼロをめざし、核兵器廃絶を求める
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「国家安全保障戦略」
（国家安全保障局）
2022年12月

国家安全保障局
https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/gui
deline/pdf/security_strategy_outline.pdf

https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/guideline/pdf/security_strategy_outline.pdf


「国家防衛戦略」
（防衛省）
2022年12月

国家安全保障局
https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/gui
deline/strategy/pdf/strategy_outline.pdf

https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/guideline/pdf/security_strategy_outline.pdf
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2022年12月

国家安全保障局
https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/gui
deline/pdf/security_strategy_outline.pdf

https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/guideline/pdf/security_strategy_outline.pdf


「防衛力整備計画」
（防衛省）
2022年12月

国家安全保障局
https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/gui
deline/pdf/security_strategy_outline.pdf

https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/guideline/pdf/security_strategy_outline.pdf


「防衛力整備計画」
（防衛省）
2022年12月

国家安全保障局
https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/gui
deline/pdf/security_strategy_outline.pdf
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「防衛力整備計画」
（防衛省）
2022年12月

国家安全保障局
https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/gui
deline/pdf/security_strategy_outline.pdf

期間外歳出

　16.5兆円

既定分

5兆円

＜2023～2027年度＞

整備計画の経費構造

人件・糧食費

11兆円

期間内歳出

27兆円

【新たに必要となる事業に

かかる契約額（物件費）】

43.5兆円

【防衛力整備の水準（歳出総額）】

43兆円

中期防からの流れ

込み

次期整備計画への

流れだし

https://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/guideline/pdf/security_strategy_outline.pdf


４ ４つのアプローチ

１ たたかう労働組合の３つのバージョンアップ

(1)ストライキなど交渉力を高めてたたかえる組織になること

(2)産別統一闘争と地域統一闘争への結集を強め、企業内労働組合の弱点

克服すること

(3)100万人組合員に依拠した組織強化拡大に成功できる組織になること

２ ジェンダー平等、非正規差別許さない

・ジェンダー平等宣言の具体化。春闘要求で具体的な要求を掲げる。

・学習用リーフで要求討議、組合活動の意思決定の場に女性比の向上。

・当事者運動の組織化をはかる。多様性ある労働組合への変革。非正規、

女性、若者、年金者の組織化。青年部・女性部でも組織化を議論を。
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４ ４つのアプローチ

３ 100万人の組合員に依拠し、要求の求心力で労働者を組織化する

・要求で当事者を組織化するモデルの実践。組合員が職場で語る

・労働組合の力は、組合員と労働者にこそある。その組織化なしに国民

春闘はない。

・12月～2月に「春闘要求実現！仲間増やし集中期間」。

・3月～5月を「新歓期拡大集中期間」

４ 要求実現が可能な政治への転換はかる

・岸田政権から要求実現が可能な政治への転換を求める。３年後またず

解散求める。
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具体的なたたかい
～あらゆる課題を視野に～
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行動予定
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1月

要求書確定

12日 闘争宣言行動

24日 春闘総決起集会

2月

組織拡大交流集会

要求書提出

地域総行動

17日 最賃院内学習会

3月

2日 中央行動

8日 集中回答日

9日 統一行動日

4月

組織拡大強化月間

春闘要求実現追い上げ旬間

5月

労働法制など国会審議の山場

メーデーなどのとりくみ

国会請願署名提出



要求書の提出・交渉

「もう黙っていられない」「なんとしても賃金引き上げ」

要求実現させるには、経営者（使用者）に対する要求書の提

出がなければ始まらない。職場討議を行い、要求書に対する確認

を持って要求書を提出。提出した要求書に対する回答を受け取る

ことが基本。
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ストライキ権の確立と行使

+対等な交渉力をつけるにはストライキ権の
確立を

+ストライキ権の確立には組合員による批准
投票が必要

+確立されたストライキ権を行使するには、会
議での決定を行う（全組合員参加の会
議が基本だが）
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国民春闘としての課題
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高卒初任給時間
単価 921円

東京都と最低額との地域間格差
219円
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社会的賃金闘争

+医療保険

+介護保険

+年金

+労働法制

+労働時間

+一日7時間で暮らせる社会

第2の賃金闘争といわれる社会保障闘争も
重要。

労働組合に対する社会的評価とも関わる。

春闘期は、政府予算の審議時期でもあり、
予算との関係で社会保障問題を取り上げてた
たかうことが必要

4月から法改正案が国会で審議される。

賃金引き上げは年金支給額に影響する。
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労働組合の出番
～組織拡大の実現を～
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困難 作戦 仲間

要求 交渉･運動 解決･勝利

だれの？ いっしょに考える
価値観の共有

私も同じ

成功体験いっしょに闘う

要求実現と組織拡大の結合モデル

相手はだれ？

〇
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賃上げを如何に実現するか

産別･地域の統一闘争

仲間をつくる

社会的賃金闘争

最賃全国一律1500･公契約

公務賃金引き上げ･年金上げろ

賃金上げろの世論づくり

政府･自治体に中小企業支援迫る

職場闘争

ストライキ等

最も高い交渉力で迫る

企業主義に陥らない

民間も公務も賃上げ迫る
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ありがとうございました
+全労連 副議長 秋山 正臣
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